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第１ 趣旨 

  この計画は、令和８年度に姫路市が行う飲食に起因する衛生上の危害の発生防止及び市民の食

の安全・安心を確保するための監視又は指導の計画（以下「監視指導計画」という。）として、食

品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第２４条の規定及び食品衛生に関する監視指導の実施に

関する指針（平成１５年厚生労働省告示第３０１号）に基づき策定するものである。 

 

第２ 監視指導計画の実施期間 

  令和８年４月１日から令和９年３月３１日までとする。 

 

第３ 監視指導計画の実施体制及び関係機関との連携に関する事項 

 １ 監視指導計画の実施体制 

   監視指導計画に基づき必要な監視指導が実施できるよう、保健所に次の体制を整備する。 

  ⑴ 保健所衛生課及び中央卸売市場食品衛生検査センター 

    食品衛生法及び食品表示法（平成２５年法律第７０号）に基づく食品等事業者の監視指導

及び市民への衛生思想の普及啓発を行う。 

  ⑵ 食肉衛生検査センター 

    と畜場法（昭和２８年法律第１１４号）及び農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法

律（令和元年法律第５７号）に基づくと畜検査及びと畜場の監視指導、食鳥処理の事業の規

制及び食鳥検査に関する法律（平成２年法律第７０号。以下「食鳥処理法」という。）に基づ

く食鳥処理場等の監視指導を行う。 

  ⑶ 試験検査の実施機関 

    食品等の試験検査は、環境衛生研究所、中央卸売市場食品衛生検査センター及び食肉衛生

検査センターが実施する。 

 ２ 厚生労働省、消費者庁及び都道府県等との連携確保 

   大規模若しくは広域的な食中毒が発生した場合又は広域に流通する食品若しくは輸入食品

の違反を発見した場合は、厚生労働省及び関係都道府県等の食品衛生担当部局と連携体制を確

保し、必要に応じて、広域連携協議会と連携し適切な原因調査及び情報共有を行う。 

   食品表示に関することについては、必要に応じて、消費者庁、近畿農政局又は兵庫県中播磨

県民センター姫路農林水産振興事務所等と連携体制を確保し、関係機関の所掌事項に応じた適

切な措置を行う。 

   輸出水産食品及び輸出食肉に関することについては、必要に応じて、厚生労働省、近畿厚生

局又は農林水産省と連携体制を確保し、適切な監視指導を行う。 

 ３ 兵庫県内における連携協力 

   県内の広域的な食中毒発生又は違反事案等については、兵庫県、神戸市、尼崎市、西宮市及

び明石市と連携協力し監視指導を実施する。 
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   兵庫県食の安全安心と食育に関する条例（平成１８年兵庫県条例第２０号）に基づき兵庫県

が認定する兵庫県食品衛生管理プログラム認定施設に関することについては、兵庫県と連携協

力し対応する。 

   令和７年６月から兵庫県内相互乗入れが可能になった自動車による営業については、兵庫県

内各保健所等と連携協力し対応する。 

 ４ 兵庫県中播磨県民センター姫路農林水産振興事務所等との連携確保 

   生産段階における食品安全規制に係る対応や食品表示法に基づく食品表示に係る指導のた

め、兵庫県中播磨県民センター姫路農林水産振興事務所等と連携体制を確保する。 

 ５ 試験検査実施機関の体制整備 

   試験検査の信頼性を確保するため、試験法の妥当性評価を進めるとともに、必要な検査機器

の整備を行い、より科学的な監視に資するための検査に取り組む。 

 

第４ 監視指導の実施に関する事項 

 １ 施設への立入検査 

   全ての食品等事業者にＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の実施が義務化されているため、市内

の食品関係営業許可施設に対して、年間の立入検査目標回数を年１回と定め、施設の立入検

査の際にＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の監視指導を行う。 

 ２ 重点監視指導の実施 

  ⑴ 小学校等給食の監視指導 

    小学校等の集団給食施設について、教育委員会と連携し、大量調理施設衛生管理マニュア

ル等に基づき、計画的に監視指導を実施し、食中毒の発生防止を図る。 

  ⑵ 社会福祉施設給食及び老人福祉施設等給食の監視指導 

    社会福祉施設や老人福祉施設等の集団給食施設について、監査指導課と連携し、大量調理

施設衛生管理マニュアル等に基づき、計画的に監視指導を実施し、食中毒の発生防止を図る。 

  ⑶ 病院等給食の監視指導 

    病院等の集団給食施設について、大量調理施設衛生管理マニュアル等に基づき、保健所総

務課と連携し、計画的に監視指導を実施し、食中毒の発生防止を図る。 

  ⑷ 給食弁当調製施設の監視指導 

    給食弁当調製施設について、姫路市食品衛生に関する指導基準に基づき、計画的に監視指

導を実施し、食中毒の発生防止を図る。 

  ⑸ 大規模イベントに係る出店業者等の移動営業の監視指導 

    ゆかたまつりやみなと祭海上花火大会等の大規模イベントについて、監視指導を実施し、

衛生的な食品の取扱い等の指導を図る。 

  ⑹ 生食用食肉取扱施設等の監視指導 

    食肉を生食で取り扱っている施設について、食品、添加物等の規格基準に基づく監視指導

を実施するとともに、加熱不十分な食肉による食中毒の発生防止を図る。 

  ⑺ 夏期及び年末食品等一斉取締り 
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    細菌性食中毒が多発する夏期及び食品の流通量が増加する年末において、重点的に監視指

導を実施し、食中毒の発生防止及び食品衛生意識の向上を図る。 

 ３ 姫路市中央卸売市場における監視指導 

   違反及び不良食品等の流通防止のため、姫路市中央卸売市場において監視指導を実施する。

早朝監視を計画的に行い、せり場において有毒魚介類の発見等の監視指導を実施する。 

 ４ と畜場及び認定小規模食鳥処理場における監視指導 

  ⑴ と畜場の監視指導 

    と畜場法に基づき、食肉の安全確保を図るため、と畜場及び併設する食肉処理場への年間

の立入検査目標回数を開場日ごとと定め、と畜検査を通じて疾病及び異常の有無を精査する。

牛海綿状脳症（ＢＳＥ）のスクリーニング検査については、牛海綿状脳症対策特別措置法（平

成１４年法律第７０号）及び厚生労働省関係牛海綿状脳症対策特別措置法施行規則（平成１

４年厚生労働省令第８９号）に基づき、生体検査で神経症状等を示す牛について検査を実施

する。ＨＡＣＣＰの実施状況についても、現場検査、記録検査及び微生物検査を通じて検証

を実施する。 

  ⑵ 認定小規模食鳥処理場の監視指導 

    食鳥処理法に基づき、食鳥肉によるカンピロバクター食中毒予防のため、認定小規模食鳥

処理場の年間の立入検査目標回数を年１回と定め、計画的にＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の

監視指導を実施する。 

 

第５ 食品等の収去検査に関する事項 

 １ 収去検査実施計画 

   市内に流通する食品等の安全性を確認するため、「令和８年度食品等の収去検査計画」のと

おり、計画的に収去検査を実施する。 

 

  令和８年度食品等の収去検査計画 
 

食品分類 検体数 検査項目 

野菜、果実 ４８ 残留農薬、防ばい剤 

冷凍食品 １２ 細菌数、大腸菌群、E.coli 

かき １４ 細菌数、E.coli、腸炎ビブリオ,ノロウイルス 

魚肉練り製品 １８ 大腸菌群、保存料、着色料、甘味料 

生食用牛肉 ３ 腸内細菌科菌群 

生食用鶏肉 ４ カンピロバクター、サルモネラ属菌、E.coli 

鶏卵 ４ 残留動物用医薬品 

食肉製品、鯨肉製品 １２ 

大腸菌群、E.coli、サルモネラ属菌、黄色ブドウ球菌、ク

ロストリジウム属菌、保存料、着色料、発色剤、漂白剤、

水分活性 
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非加熱食肉製品、ナチュ

ラルチーズ 
３ リステリア 

牛乳、乳飲料等 １２ 
細菌数、大腸菌群、乳酸菌、比重、酸度、乳脂肪分、無脂

乳固形分、保存料、甘味料 

アイスクリーム類、氷菓 ８ 細菌数、大腸菌群、甘味料 

油菓子 ５ 酸価、過酸化物価 

麺類 ４ 細菌数、E.coli、黄色ブドウ球菌、大腸菌群、品質保持剤 

漬物 ２４ E.coli、腸炎ビブリオ、保存料、漂白剤、着色料、甘味料 

清涼飲料水、粉末清涼飲

料水 
６ 

細菌数、大腸菌群、スズ、混濁、沈殿、保存料、着色料、

甘味料 

ミネラルウォーター ３ 

大腸菌群、アンチモン、カドミウム、セレン、銅、バリウ

ム、マンガン、スズ、亜塩素酸、塩素酸、クロロ酢酸、ク

ロロホルム、四塩化炭素、1,4-ジオキサン、1,2-ジクロロ

エタン、ジクロロ酢酸、ジクロロメタン、シス-1,2-ジク

ロロエチレン及びトランス-1,2-ジクロロエチレン、ジブ

ロモクロロメタン、亜硝酸性窒素、硝酸性窒素及び亜硝酸

性窒素、テトラクロロエチレン、トリクロロエチレン、ト

リクロロ酢酸、トルエン、フッ素、ブロモジクロロメタン、

ブロモホルム、ベンゼン、ホウ素、混濁、沈殿、ペルフル

オロオクタンスルホン酸（ＰＦＯＳ）及びペルフルオロオ

クタン酸（ＰＦＯＡ） 

加工食品 ６ 保存料、漂白剤、着色料、発色剤、甘味料、酸化防止剤 

調味料 ４ 保存料、甘味料 

輸入食品 ６ 
保存料、漂白剤、着色料、発色剤、酸化防止剤、甘味料（サ

イクラミン酸を含む） 

器具容器 ６ 

カドミウム、鉛、過マンガン酸カリウム消費量、重金属類、

ホルムアルデヒド、ビスフェノール A、フェノール、蒸発

残留物、亜鉛 

給食弁当、そうざい １２ 細菌数、E.coli、黄色ブドウ球菌 

枝肉等（牛） ３２４ 
一般細菌数、腸管出血性大腸菌、サルモネラ属菌、腸内細

菌科菌群数、残留動物用医薬品 

 

 ２ 収去検査の重点的な実施 

  ⑴ 給食弁当の収去検査 

    給食弁当の検査について、食中毒発生を未然に防止するため、例年の成績に基づく重点的

な検査を実施する。 

  ⑵ かきの収去検査 

    市内におけるかきの養殖加工が盛んになっていることを受け、食中毒発生を未然に防止す

るため、生かきの検査を実施する。 

  ⑶ 鶏肉の収去検査 
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    カンピロバクターによる有症苦情事例が増加していることを受け、食中毒発生を未然に防

止するため、鶏肉の検査を実施する。 

 

第６ 違反食品等への対応に関する事項 

 １ 監視指導時における違反の発見 

   監視指導時に違反食品等を発見した場合は、当該食品等の流通防止のため、改善を指導し、

必要に応じて廃棄又は回収等の措置を速やかに講じる。 

   改善指導に当たっては、違反が軽微であって、直ちに改善が図られるものを除き、食品衛生

指導票等にて改善指導を行う。 

 ２ 収去検査における違反の発見 

   収去検査において規格基準違反及び食品表示基準違反等を発見した場合は、当該食品等の流

通防止のため、廃棄又は回収等の措置を速やかに講じ、再発防止のための指導を行う。 

 ３ 苦情等への対応 

   市民から寄せられた食品等の苦情や相談に対しては、迅速かつ的確に調査を実施し、原因究

明を行うとともに、違反が確認された場合は、監視指導時における違反の発見と同様の措置を

講じる。 

 ４ 行政処分等を行った場合の公表 

   食品衛生法に基づく行政処分を行った場合（違反が軽微であって、直ちに改善が図られた場

合を除く。）は、原則として、処分の対象となった食品事業者の氏名又は施設の名称、所在地、

処分の理由及び内容等を姫路市役所ホームページ（以下「ホームページ」という。）に掲載する

ことにより公表する。 

   食品表示法に基づく指示、回収又は命令等の措置を行った場合は、原則として、措置の対象

となった食品事業者の氏名又は名称、所在地、違反事実及び措置の内容等をホームページに掲

載することにより公表する。なお、いずれも公表期間はおおむね２週間とする。 

 

第７ 食中毒等の健康危害発生時の対応に関する事項 

 １ 食中毒発生時の対応 

   食中毒事件が発生した場合は、姫路市健康危機対処計画（令和７年４月１日）及び姫路市食

中毒処理要領（令和７年８月２０日）等に基づき、関係部局と連携を図り、迅速な原因究明を

行う。 

   原因施設の営業停止命令等を行い、被害の拡大及び再発防止のための指導を行う。 

 ２ 事件の公表 

   被害の拡大防止のため、食中毒事件情報の迅速な公表を行う。併せて、公表内容については、

ホームページにも掲載する。なお、公表期間はおおむね２週間とする。 

 ３ 指定成分を含む食品等による健康危害発生時の対応 
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   指定成分を含む食品等による健康被害が発生した場合は、原因を調査し、厚生労働省に報告

するとともに、必要に応じてホームページ等で情報提供を行う。 

 

第８ 食品等事業者の自主的な衛生管理の実施に関する事項 

 １ 食品等事業者に対するＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の指導 

   食品等事業者に対して、施設の立入検査又は講習会等により、ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理

又はＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理について指導を行う。 

   と畜場及び食鳥処理場についても、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の指導を行う。 

 ２ 食品表示の指導 

   食品表示基準違反の食品等の監視指導を行うとともに、食品等事業者からの表示等の相談へ

は的確に対応し、適正表示となるよう関係機関と連携協力して指導啓発を図る。 

 ３ 食品衛生責任者に対する講習会の実施 

   食品衛生責任者に対して、食品衛生に関する最新知識の習得を目的に、営業許可の更新ごと

に、食品衛生責任者実務講習会を実施することにより、食品衛生意識の向上を図る。 

 ４ 啓発文書等による食品衛生の知識の普及啓発 

   食品等事業者に対して、通知文やホームページ又は衛生講習会の実施等を通じて食品衛生の

情報提供を図り、食品衛生に関する知識の普及啓発を図る。 

 

第９ 消費者への情報提供及び意見交換に関する事項 

 １ 食品衛生講習会の実施 

   市民に対して、家庭における食中毒発生を未然に防止するため、市政出前講座等を実施し、

意見交換を交えながら食品衛生に関する知識の普及啓発を図る。 

   幼稚園及び保育所（こども園）において、リスクコミュニケーションの一環で「手洗い教室」

を実施し、食中毒予防のための手洗いの重要性の普及啓発を図る。 

 ２ 模擬店等における食品衛生の指導啓発 

   模擬店等の臨時的な食品の提供行為に対して、食中毒発生を未然に防止するため、提供品目

に応じた衛生上の注意事項等を助言指導し、食品衛生に関する啓発を行う。 

 ３ 食品衛生の啓発活動 

   厚生労働省が定めた食品衛生月間に合わせ、カンピロバクターやＯ１５７による食中毒の発

生しやすい夏期及びノロウイルスによる食中毒が多発する冬期に、食品衛生協会と連携して食

中毒予防講習会を実施し、食中毒予防の普及啓発を図る。 

 

第１０ 研修会等への参加に関する事項 
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 １ 食品衛生監視員、と畜検査員及び食鳥検査員の資質の向上 

   食品衛生に関する最新の知識の習得や情報収集を目的とした技術研修等に参加し、資質の向

上に努める。 

 ２ 中央卸売市場食品衛生検査センター及び食肉衛生検査センターの検査技術の維持・向上 

   試験検査の信頼性を確保するため、業務管理要領に基づき、内部点検、内部精度管理及び外

部精度管理調査を実施し、検査技術の精度維持・向上に努める。 

 


